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平成28年度決算の概要と財政状況を一般会計を中心に紹介します。

　法人税の税率引き下げや消費低迷による地方消費税交付金の減収などに
より前年度比1.4％の減収となりました。財源別の推移をみると市税を中
心とした自主財源は27年度に続き減収となっています。

自主財源：市が自ら調達する歳入のこと（市税・使用料手数料など）
依存財源：主に国や県から交付される歳入のこと（交付税・国県支出金など）

　近年、市の貯金である基金を活用した財政運営が続いており、市全体の
積立基金を人口１人当たりでみると、28年度末現在で本市は政令市平均よ
りかなり少なくなっています。

　地方公共団体には、財政の健全化を判断する４つの健全化判断比率を算定し公表することが義務付けられています。算定した指標が国の基準を超えた場
合は、議会の議決を経て財政健全化計画を策定し、自主的な改善努力による財政健全化を行っていく必要があります。

　本市の財政状況は市税収入が伸び悩む中、社会保障関係費や公債費の
ほか、施設の維持補修費の増加などにより基金の取り崩しによる財政運
営が続いてきました。
　監査委員や議会からも、財政構造の硬直化・基金残高の減少という厳し
い財政状況を踏まえ、より一層の「選択と集中」を行うこと、事業の費用対
効果を高めること、地域経済活性化により市民所得を向上させることなど
「持続可能な財政運営」のための取り組みを強化するよう求められています。
　これまでも「行政改革プラン2015」に基づく行政改革を推進してきまし
たが、今後はさらに改革を推
し進め、基金に頼らず収支均
衡を図る「持続可能な財政運
営」を行っていきます。

〈今後の取り組み〉
◎事業の廃止や休止を含めた既存事業の抜本的な見直し
◎投資的経費に係る厳正な事業選択
◎ファシリティマネジメント※の考え方に基づいた財産経営の推進
◎働き方改革の推進
◎市税等の増収に向けた経済活性化施策の充実

市債とは市の借金のことで前年度より140億円の増となっています。
臨時財政対策債：地方交付税の振替財源。償還に係る費用が地方交付税で措置される

実質赤字比率：一般会計などを対象にした実質赤字が収入に占める割合
連結実質赤字比率：すべての会計を対象とした実質赤字額が収入に占める割合
実質公債費比率：その年に支払った借金返済額が収入に占める割合
将来負担比率：将来市が負担する借金が収入に占める割合
資金不足比率：公営企業ごとの資金不足額が各事業の料金収入に占める割合

義務的経費： 職員の給与などの人件費、福祉サービス費用である扶助費および借入金償
還金の公債費のこと

投資的経費：施設の建設に係る建設事業費のこと
消費的経費その他：施設の維持や補修等に係る費用のこと

　消防局移転新築事業の終了などにより普通建設事業の投資的経費が減少
する一方、福祉サービス費用である扶助費や借入金償還金の公債費が伸び
ており、義務的経費は毎年増加傾向となっています。

新潟市の財政状況　平成28年度決算から

実質収支※　４億4,619万円の黒字
※ 歳入と歳出の差額から翌年度へ繰り越すべき
財源を除いた額
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歳入総額　　3,555億3,931万円
（対前年度比　５億1,011万円減　△1.4％）
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歳出総額　　3,538億2,085万円
（対前年度比　５億1,521万円減　△1.4％）

人口1人当たり市税収入
新潟市 149,505円
政令市平均 185,894円

人口１人当たり現在高
新潟市 7,085円
政令市平均 36,350円

人口１人当たり現在高
新潟市 123万円
政令市平均 109万円

人口1人当たり義務的経費
新潟市 212,394円
政令市平均 224,128円

国の基準を超えると、サッカーで例えるならイエローカードなんだね。
今のところ大丈夫だけど、数値は増えているから注意してみていこう
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区分 平成28年度 平成27年度 前年度比 （基準）
実質
赤字比率 赤字なし 赤字なし - （11.25）

連結実質
赤字比率 赤字なし 赤字なし - （16.25）

実質
公債費比率 11.1 11.0 0.1ポイント増 （25.0）

将来
負担比率 139.6 138.9 0.7ポイント増 （400.0）

資金不足比率 不足なし 不足なし - （20.0）

※土地や建物などの施設とその環境を経営資源として有効活用していく活動

市税が伸び悩んで自主
財源が減っているな。
政令市平均と比べてみ
ても下回っているよ。
税収を上げる取り組み
が必要だね！

みんなが安心して暮らせる
「安心政令市にいがた」のために
これまで以上の工夫が必要に
なるんだね！

今後も市の財政状況を分かりやすくお伝えしていきます。
詳しい財政状況は市ホームページでお知らせしていま
すのでご覧ください 財務課　予算・決算 検索

義務的経費が増えてい
るってことは財政の硬
直化が進んでいるって
ことね。つまり自由に
使えるお金が減ってき
ているんだわ

政令市になってから300億
円の取り崩しをしたんだね。
これからは貯金に頼らずや
りくりしないと！

臨時財政対策債が増え
ている影響もあって総
額が増えているわ。な
んとか減らしていかな
いとだめね

持続可能な財政運営のために持続可能な財政運営のために


